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 情報通信技術（ICT: Information Communication Technology）の発展がめざまし
い．特にインターネットの普及により，陸上では各家庭に 100Mbps，場合によ
っては 1Gbps の光ファイバー通信が当たり前となっている．また，無線通信は，
携帯電話網として第 3 世代移動通信である 3G 通信から第 4 世代移動通信であ
るの LTE（Long Term Evolution）通信へ移行しており（正確には LTE は第 3.9
世代移動通信），2020 年には第 5 世代移動通信である 5G 通信の導入の検討が進
められている[1.1]，[1.2]，[1.3]． 
 一方，海上での通信である船陸間通信，船間通信では，一定の要件を満たす
船舶に船舶自動識別装置（AIS: Automatic Identification system）[1.4]の搭載が義
務づけられるようになったものの船舶全体のわずかに過ぎない．また，AIS の
通信速度は 9,600bps であり，上述の陸上の通信に比べ実際に 10,000 分の 1 にも
満たない． 
 衛星通信においては，インマルサットフリートブロードバンド[1.5]により，
最大通信速度 432kbps を実現している．また，VSAT（Very Small Aperture 
Terminal）システム[1.6]では，最大通信速度 1～2Mbps を実現している．更にイ
ンマルサット GX（Global Xpress）[1.7]が一部の海域で導入が進んでおり，アッ




































に加えて，無線 LAN の利用の適用可能性の調査を行う．実際に無線 LAN によ
り，船間の通信実験を行い，その実行スループット等の定量計測を行い，船間




















































ている国際海事機関（IMO: International Maritime Organization）では，情報通信
技術を海上，船舶にも導入した船陸間通信による航行支援，AIS，レーダー，




 この e-Navigation は，以下のように定義されている． 
6 
 
“e-Navigation is the harmonized collection, integration, exchange, presentation and 
analysis of marine information on board and ashore by electronic means to enhance 
berth to berth navigation and related services for safety and security at sea and 









に LTE-Maritime と呼ぶ通信システムを開発中であり，船陸間の通信距離 100km
の実現を目指している[1.18]．また，LTE-Maritime の通信を利用して，小型船舶
に電子海図や海上安全情報を送信するシステムの開発を行っている[1.19]． 































































の適用を考え，1 対 1 のアドホックな船間通信による情報交換の実験を行う．
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●船舶事故に伴う死者・行方不明者数は，前年比 8 人増の 56 人であった 
○人身事故（※2） 
●人身事故者数は，前年比 27 人増の 2,660 人であった 
●マリンレジャーに伴う事故者数は 900 人で，遊泳中及び釣り中の事故者数
が増加し，約７割を占めている 












 平成 28 年に海上保安庁が認知した船舶事故は 2,014 隻である．また過去 10






図 2.1 船舶事故の推移（過去 10 年間） 







 図 2.2 に示すとおり，平成 28 年の船舶種類別の隻数は，プレジャーボート 878




※遊漁船：「遊漁船業の適正化に関する法律」（昭和 63 年法律第 99 号）






図 2.2 船舶種類別推移，割合（過去 5 年間） 





 図 2.3 に示すとおり，平成 28 年の事故種類別の隻数は，衝突 586 隻（29%），
機関故障 313 隻（16%），乗揚げ 259 隻（13%）の順となっている． 






図 2.3 事故種類別の推移，割合（過去 5 年間） 






 図 2.4 に示すとおり，平成 28 年の事故原因別の隻数は，見張り不十分 391 隻
（19%），操船不適切 274 隻（14%），機関取扱 170 隻（8%）の順となっており，







図 2.5 事故原因別の推移，割合（過去 5 年間） 













図 2.5 距離別の推移，割合（過去 5 年間） 





 図 2.6 に示すとおり，平成 28 年の死者・行方不明者を伴う船舶事故の隻数は
35 隻である。船舶種類別では，漁船 19 隻（54%），プレジャーボート 12 隻（34%）
の順となっている． 
 過去 5 年間でも，漁船 123 隻（57%），プレジャーボート 68 隻（31%）で約
88%を占めている． 
 平成 28 年の船舶事故に伴う死者・行方不明者数は 56 人である．また，負傷





図 2.6 死者・行方不明者を伴う船舶事故隻数の推移，割合（過去 5 年間） 





 図 2.7 に示すとおり，平成 28 年のトン数別の事故隻数は，20 トン未満 1,609
（80%），500 トン以上 201 隻（10%）の順となっている． 





図 2.7 トン数別の事故隻数推移，割合（過去 5 年間） 




(7) 20 トン未満の事故船舶の用途別隻数 
 図 2.8 に示すとおり，平成 28 年の 20 トン未満の用途別の事故船舶の隻数は，
プレジャーボート 878 隻（55%），漁船 584 隻（36%），遊漁船 65 隻（4%）の順







図 2.8 20 トン未満の用途別の事故隻数推移，割合（過去 5 年間） 













ると事故全体の 5%に相当し，1 年あたり 100 隻となる． 






























表 2.1 船舶種別・衝突の発生状況（2001 年発生海難） 
サイズ 船型（総トン数階級） 隻　数 割合
小型 15総トン未満（40ft型 未満） 99 15.3%
大型 15総トン以上（40ft型 以上） 15 2.3%
特小型 5総トン未満 199 30.8%
小型 5～10総トン未満 41 6.3%
中型 10～20総トン未満 51 7.9%
大型 20～30総トン未満 0 0.0%
特大型 30総トン以上 36 5.6%
小型 20～200総トン未満 61 9.4%
商
中小型 200～300総トン未満 4 0.6%
中型 300～500総トン未満 46 7.1%
船 中大型 500～700総トン未満 11 1.7%








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 分析した衝突海難のうち，プレジャーボートの海難は 114 隻（全体の 17.6%）
であった．プレジャーボート中の船舶種別構成割合は，小型 99 隻（86.8%），
大型 15 隻（13.2%）であった． 
 プレジャーボートの衝突海難の要因は 114 事例あげられ，海難パターンごと
の割合の大きな順に次のとおりである． 
 「①見張り作業を実施していなかった海難パターン」 59 事例（49.2%） 
 「②他船の発見ができなかった海難パターン」 31 事例（25.8%） 
 「④衝突のおそれの判断，避航方法の判断が適切でなかった海難パターン」 
                       15 事例（12.5%） 
 「③他船の継続監視が実施できなかった海難パターン」 3 事例（2.5%） 
 その他 12 事例（10.0%） 





・他作業に夢中 31 事例（25.8%） 




ったため，相手船を発見できなかった 11 事例（9.2%） 
・自船の構造上の死角や背景光の影響，地物の死角によって，目視による見張
り作業では物理的に相手船を発見できないか発見しづらかった 




・相手船が灯火を表示していなかった 2 事例（1.7%） 
・相手船が霧中信号が吹鳴していなかった 1 事例（0.8%） 
・レーダーを使用していたが十分な調整ができていなく，他船を捉えることが






 次に分析した衝突海難のうち，漁船の海難は 327 隻（全体の 50.5%）であっ
た．漁船中の船舶種別構成割合は，特小型 199 隻（60.9%）に対して，小型 41
隻（12.5%），中型 51 隻（15.6%），特大型 36 隻（11.0%）であった． 
 漁船の衝突海難の海難パターンは，割合の大きな順に次のとおりである． 
 「①見張り作業を実施していなかった海難パターン」 192 事例（58.0%） 
 「②他船の発見ができなかった海難パターン」 82 事例（24.8%） 
 「④衝突のおそれの判断，避航方法の判断が適切でなかった海難パターン」 
                        28 事例（8.5%） 
 「③他船の継続監視が実施できなかった海難パターン」 24 事例（7.3%） 
  その他 5 事例（1.5%） 






・他作業に夢中 107 事例（32.3%） 





ったため，相手船を発見できなかった 36 事例（10.8%） 
・自船の構造上の死角や背景光の影響，地物の死角によって，目視による見張
り作業では物理的に相手船を発見できないか発見しづらかった 




・相手船が灯火を表示していなかった 17 事例（5.1%） 
・相手船が霧中信号が吹鳴していなかった 3 事例（0.9%） 
・レーダーを使用していたが十分な調整ができていなく，他船を捉えることが








 更に，分析した衝突海難のうち，商船の海難は 206 隻（全体の 31.8%）であ
った．商船の船舶カテゴリー別構成割合は，大型 84 隻（40.8%），小型 61 隻
（29.6%），中型 46 隻（22.3%）と続いている．なお，総トン数 500 トンで分割
すると，総トン数 500 トン未満の船舶は 111 隻（53.8%），500 トン以上の船舶
は 95 隻（46.2%）と半々になっている． 
 商船の衝突海難の海難パターンは，割合の大きな順に次のとおりである． 
 「④衝突のおそれの判断，避航方法の判断が適切でなかった海難パターン」 
                       77 事例（33.6%） 
 「②他船の発見ができなかった海難パターン」 53 事例（23.1%） 
 「①見張り作業を実施していなかった海難パターン」 52 事例（22.7%） 
 「③他船の継続監視が実施できなかった海難パターン」 30 事例（13.1%） 
 その他 17 事例（7.4%） 
 「④衝突のおそれの判断，避航方法の判断が適切でなかった海難パターン」





・相手船の行動の臆断 37 事例（16.2%） 
・操船者の技量不足 19 事例（8.3%） 
であり，次に「②他船の発見ができなかった海難パターン」は，内訳を見ると， 
・操船者がある方向やある船舶に注視して自船周囲にわたる見張りを行わなか
ったため，相手船を発見できなかった 25 事例（10.9%） 
・自船の構造上の死角や背景光の影響，地物の死角によって，目視による見張
り作業では物理的に相手船を発見できないか発見しづらかった 

























 次に，海難審判裁決録を分析し，平成 13 年の衝突海難について，船舶種別ご
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本章では，AIS 搭載船と AIS 非搭載船である小型船舶の位置情報を情報通信技
術を活用してクラウドサーバー収集し，周辺の船舶に配信する船舶の位置情報
共有システムについて，検討を行う． 
 現在，全ての旅客船，総トン数 300 トン以上の外航貨物船，総トン数 500 ト
ン以上の内航貨物船には，AIS の搭載が義務づけられている．AIS は，船名，
緯度・経度，対地速度，対地進路等を VHF 帯により，送受信するシステムであ
る．AIS をレーダーや ECDIS に接続することにより，AIS 船舶の存在を画面上
に表示することができ，AIS 搭載船舶同士では，相手船の存在や位置を容易に
認識することができる[3.1],[3.2]．AIS 情報を陸上局の AIS 受信機や船舶局の
AIS で収集し，クラウドサーバーを利用して，配信するシステムも存在する[3.3]
が，プレジャーボートや漁船といった AIS 非搭載船の位置情報は含まれていな
い．なお，小型船用の簡易型 AIS（Class B AIS）[3.4]の普及も進んでいるが，
わずかに過ぎない[3.5],[3.6]．そのため，AIS 非搭載船の位置情報を電子的に収























 (1) AIS 受信機による AIS 船舶情報の取得 
 対象海域近くに AIS 受信機を設置し，インターネット回線と接続して，クラ
ウドサーバーに AIS 船舶情報を集約させる．AIS 受信機の陸上局は，複数局を
用意すれば，より広い海域を対象海域にすることが可能になる． 
 
















 (3) クラウドサーバーでの情報の統合 






した固有識別情報である IMEI 等を利用すればよい． 
 
 (4) クラウドサーバーからの船舶の位置情報の配信と表示 
 (2) で開発するスマートフォン用のアプリでは，GPS 情報をクラウドサーバ






 今回，スマートフォンを利用した特徴は，平成 28 年時点において，スマート



























via 4G and/or 3G

















(1) AIS 受信機の陸上局設置と AIS データのクラウドへの転送 





ることができ，直線距離約 5km である． 
 図 3.2，3.3 に，海上保安大学校に設置した各種機器を示す．4 階建て校舎の
屋上に AIS アンテナを設置し，室内までケーブルを延ばし，AIS 受信機と接続
した．AIS 受信機は，古野電気製 FA-30 を利用した． 
 AIS 受信機からは，シリアルインタフェース（RS-422 信号）で AIS センテン





中から 5 秒毎のデータ送信に変更した． 
 コンピュータから，クラウドサーバーへのデータ送信は，LTE に対応したモ
バイルルータを使用した．ルータの sim には，仮想移動体通信事業者（Mobile 
Virtual Network Operator, MVNO）が販売しているデータ専用のプリペイド sim
47 
 
を利用した．今回利用した sim は，30 日ごとに一定の通信量（5GB）までは，
LTE 高速通信が可能であるが，一定量を超えると速度制限（200kbps）がかかる
仕様となっている．そのため，30 日期間の終盤になると速度制限がかかること







図 3.2 AIS 受信用アンテナ 
 
 






外観を図 3.4，3.5 に，主要目等を表 3.1 に示す． 




図 3.4 すばる外観 
 
 








総トン数 14 トン 







 実験は，平成 27 年 12 月 17 日，及び，平成 28 年 1 月 7 日の 2 回実施した． 
 平成 28 年 1 月 7 日の実験データを基に解析を実施した． 
 1 月 7 日の実験当日の航跡を図 3.6 に示す．当日は，音戸の瀬戸を 10 回通過
（5 往復）した．1 日あたり，3 時間から 4 時間程度当該海域を航行しデータを
取得した． 
 








図 3.7 実験中の様子（すばる船内） 
 
 




 前項で説明した iOS スマートフォン，タブレット，Android スマートフォン，
タブレットも対応したアプリを開発し，以下の端末にアプリをインストールし
実験を行った． 
・Apple 社 iPhone 6 （以下，iPhone） 
・Apple 社 iPad mini 4 （以下，iPad） 
・Asus 社 ZenFone2 （以下，ZenFone） 
・Lenovo 社 タブレット（以下，Lenovo Tablet） 
 全て sim フリーモデルであり，仮想移動体通信事業者（Mobile Virtual Network 
Operator, MVNO）が販売しているデータ専用のプリペイド sim を利用した．な






 図 3.9 にスマートフォンの画面を示す．ここでは以下の通り初期の動作を確
認した． 
a) GPS 情報のクラウドサーバーへの送信 
b) クラウドサーバーからの他船位置情報の受信 
c-1) AIS 船舶位置情報の表示 
c-2) 他のスマートフォンの位置情報表示 
c-3) 自身の GPS 位置情報の表示 
 
 






(a) スマートフォン，タブレットの GPS の位置精度 
(b) クラウドサーバーに AIS 情報を転送する時間間隔 
(c) 海上での通信能力 
 
(a) スマートフォン，タブレットの GPS の位置精度 
 スマートフォン，タブレットの位置決定は，GPS 衛星からの信号受信に加え
て，携帯電話基地局からの電波状況，及び，Wi-Fi スポットからの電波状況に
より位置補正を行う A-GPS（Assisted GPS）という機能がある[3.7]．図 3.10 は，
Android 端末での位置情報モードの設定画面である．今回 ZenFone については，
「高精度」に設定して実験を行った．Lenovo Tablet については，sim を利用し
ていないため，「GPS のみ」とした．iOS については，内蔵ジャイロ等でも補正
を行うが，全て初期設定のままとした．なお，海上での利用のため，全ての端
末で Wi-Fi は，無効にした． 
 
 




 スマートフォン，タブレットの GPS の位置精度の評価として，すばるが搭載
している GNSS コンパスの緯度，経度情報を真値と仮定して，それとの偏差（便
宜上，誤差と表現する）を算出した． 
























































































 更に詳細評価として，2drms（Twice distance root mean square）を式（3.1）に
従い計算した． 
 
2drms = 2 ×（（Σ（Δlat2）+Σ（Δlon2））/ N）1/2                     （3.1） 
ここで 
Δlat: GNSS コンパスとスマートフォンの緯度方向の距離差（m） 
Δlon: GNSS コンパスとスマートフォンの経度方向の距離差（m） 
N: 計測点数 
 
 2drms は誤差の標準偏差に相当し，この場合，何メートルが 95%以内に収ま
っていることを意味する．図 3.15 から図 3.18 に各端末と GNSS コンパスの差
を XY 平面に示す． 
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2drms(iPhone)=16.1m     (N=1204)
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2drms(iPad)=17.2m  (N=1217)
 














-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40
2drms(Zenfone)=23.7m  (N=1360)
 














-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40
2drms(lenovo tab)=16.3m   (N=1378)
 




 2drms は，それぞれ以下の通りであった． 
・iPhone:  16.1m 
・iPad:   17.2m 
・ZenFone:  23.7m 
・Lenovo Tablet: 16.3m 
 ZenFone 以外の 3 端末は，15m 強で共通である．同じ Android の比較として
Lenovo Tablet は GPS 単体で，ZenFone は A-GPS のため，ZenFone のほうがより
差が小さくなると予想したが逆の結果となった． 
 実海域実験前に音戸の瀬戸の周辺の陸上で動作確認をした際，iPhone，iPad
は，ほぼ同じ位置であったが，ZenFone が数 m ずれること（図 3.19）や極端に
「飛ぶ」事象が発生している．図 3.19 は，本来防波堤の角において，iPhone，
iPad，ZenFone を設置している状況であり，iPhone，iPad は，正しい位置（図










図 3.19 3 端末の位置情報の差異の例 
（黄色丸は iPhone，iPad の位置であり，正しい位置を示しているのに対して， 












(b) クラウドサーバーに AIS 情報を転送する時間間隔 
 海上での AIS による他船位置情報（動的情報）の受信は，直接船舶同士によ
りリアルタイムに行い，レーダー，ECDIS 等に表示されるが，今回はクラウド
サーバーを介して他船の情報を得るため，時間遅れがあり，この影響を考慮す











100m 以上の場合もあり，陸上の AIS 受信局からのクラウドサーバーへのデー














図 3.23 端末画面と実世界のフェリー(3) 
 
 この時間遅れの問題を解決するために，陸上の AIS 受信局からのデータ送信
を 5 秒毎に変更した．その状況を図 3.24 から 3.27 に示す． 
 音戸の瀬戸を航行する際は，速力は，できる限り落として航行することと定
められている．AIS の情報の送信間隔は，14 ノット以下の場合，10 秒間隔であ


















図 3.26 端末画面と実船舶(6) 
 
 




 今回の実験では，sim フリー端末を利用し，LTE（または 3G）回線により，
クラウドサーバーとの送受信を行ったが，実験を行った平成 28 年 1 月時点にお
いて，日本の携帯電話通信会社では，海上での LTE 通信を保証していない．図
3.28 は，実験時の平成 28 年 1 月時点の A 社の通信のエリアマップであり，音







 実効スループットの測定アプリは，「Ookla Speedtest」[3.8]を利用した（図 3.29）．
本アプリの特徴は，サーバーとの応答速度，DOWNLOAD と UPLOAD のスル
ープットが測定でき，計測サーバーの選択が可能であり，今回は東京のサーバ
ーを設定した．図 3.30 に示す海域の A から C で実効スループットを計測した．






















 表 3.2 から 3.7 に結果を示す．また，当日の実験参加者にご協力をいただき，
個人契約のスマートフォン（3G/LTE 対応端末と LTE 非対応の 3G 専用端末）で
も計測を行った．単位は Mbps である． 
 
表 3.2 iPhone 6 (LTE 通信, MVNO sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 5.20 2.19 
B 6.79 2.19 
C 3.01 0.36 
C 地点のみ 3G 通信 
 
表 3.3 iPad mini 4(LTE 通信, MVNO sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 6.61 2.11 
B 6.39 2.22 
C 3.70 0.36 
C 地点のみ 3G 通信 
 
表 3.4 ZenFone2(LTE 通信, MVNO sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 6.98 7.41 
B 8.40 19.6 





表 3.5 Fujitsu Arrows F-10D(LTE 通信, A 社 sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 18.0 10.2 
B 62.4 23.3 
C 32.5 12.2 
 
表 3.6 iPhone 6 Plus(LTE 通信, B 社 sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 65.9 10.6 
B 51.8 9.39 
C 67.1 12.2 
 
表 3.7 iPhone 4S(3G 通信, C 社 sim) 
Point DOWNLOAD UPLOAD 
A 5.97 1.28 
B 5.49 3.56 







回の情報更新について，約 60kB（陸上の AIS 受信機が受信した AIS 情報：1
分あたり約 20kB×3 分）を受信する必要があり，これを 1 秒以内に完了するた












に問題となる点として，(a) 携帯端末（スマートフォン）の GPS の位置情報の




(a) 船舶に搭載している GPS を真値と仮定して，スマートフォン，タブレット
の位置情報との差を比較した．2drms（95%）で評価したところ，15m～25m 程
度であった． 
(b) 当初 AIS 受信機で得た AIS データをクラウドサーバーに転送する時間間隔
を 60 秒毎としたところ，端末上の AIS 船舶位置情報と実世界の船舶の位置情
報で大きな誤差が生じることがあった．この対策として，更新時間間隔を 5 秒
毎にすることにより，最大でも 30m 以内の誤差に収めることができた． 
(c) 陸上近くの狭水域のため，LTE 通信で数十 Mbps のスループットを得た．ま
た，3G 通信でも数 Mbps のスループット（ダウンロード）を得ており，本シス















































レーダーによる捕捉情報とした．AIS 情報の収集については，陸上に AIS 受信
機を設置し利用する方法と AIS 搭載船舶の AIS 情報を利用する方法がある．こ
こでは，AIS 情報を確実に収集するため，陸上と船上の両方の AIS 情報を利用
することとした．具体的には，システムのプロトタイプ構築にあたり瀬戸内海




























は，1 日約 15 時間運航している．なお，3 局とも LTE/3G 通信のモバイルルー
ターを用意し，各局で取得した AIS 情報，レーダー捕捉情報，大島丸とフェリ
ーの船舶局では更に GPS 情報と船首方位情報をクラウドサーバーに送信した． 
 
 






図 3.32 練習船大島丸 
 
 


























また，コンピュータには，定期的に NTP（Network Time Protocol）サーバーに
接続し，時刻合わせを行っている． 
 クラウドサーバーには，次の機能を組み込んで作成した．(a) 各局から送信
されるデータを受信する機能，(b) 受信した AIS 情報について，MMSI（Maritime 
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Mobile Service Identity）番号ごとに，最新情報の緯度・経度を求める機能，(c) 受
信した TT 情報について，最新情報を緯度・経度に変換する機能，(d) AIS と TT
の最新緯度・経度情報に基づいて船舶のシンボルを電子海図上に描き，画像を
























クラウドサーバーでは，受信したデータに基づき，最新の AIS と TT 情報によ
る船舶の位置を電子海図上に描き，インターネットの http で配信している．図
3.35 右は，フェリー上のタブレット端末でクラウドサーバーが作成した画像を
受信した画面である．画面の緑丸印が TT 情報による位置を示している． 































































図 3.39 霧中の漁船(1) 
 
 


















(b) クラウドサーバーに AIS 情報を転送する方法 
 クラウドサーバーに AIS 情報を転送する時間間隔については，前節のスマー
トフォンを利用したシステムでは，60 秒から 5 秒に変更することで，端末での
AIS 船舶の位置情報の遅れが小さくなるよう対応した．それを踏まえて，本節











クセルの jpeg ファイルとし，ファイルサイズが 100kB 前後になるように調整し
た．平成 27 年 7 月に，実験に利用したフェリーに乗船し，柳井～松山間におけ
るモバイルルーターを利用した通信スループットを複数箇所で計測したところ，


































 本章では， AIS 搭載船と AIS 非搭載船である小型船舶の位置情報を情報通信
技術を活用して収集し，周辺の船舶に配信する船舶の位置情報共有システムに
ついて，2 つの方法を考え検討を行った． 
 AIS 搭載船舶の位置情報に収集について，陸上の AIS 受信機で取得したデー








帯端末（スマートフォン）の GPS の位置情報の精度，(b) クラウドサーバーに
AIS 情報を転送する時間間隔，(c) 海上で十分なスループットが得られるか，を
中心に検討，解析を行うともに，解決策と留意事項をまとめた． 






 また，両システムともに瀬戸内海を実験海域とし，携帯電話網による LTE 通
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し，実験を行った．大島丸とすばるの諸元を表 4.1 に外観を図 4.1，4.2 に示す． 
 
表 4.1 大島丸とすばるの諸元 
 大島丸 すばる 
長さ 41m 14.5m 
幅 7.6m 4.15m 
深さ 3.5m 2.3m 






















































 長距離高速通信が可能な 5GHz 帯無線アクセスシステム（IEEE 802.11j，出力
125mW または 250mW）による船陸間通信では，船陸間距離 10km で通信スル
ープット 4Mbps の報告[1.14]もあるが，規則上海上のみの船間通信への利用は
禁止の他，資格，無線局の申請が必要という課題がある．そのため本実験では，
資格，申請等が不要な 2.4GHz 帯の機器（IEEE 802.11g，理論最大速度 54Mbps，
出力 10mW）を用いた． 
 なお，平成 24 年に総務省が上述した規則の制限を緩和する省令等改正を行い，





 今回の研究の通信能力の目標について，第 2 章で確認した海難の距岸別の事



















保できないことを確認した．詳細は 4.2.2 項に記す． 
 その結果，パッチ平面アンテナ（大）とパッチ平面アンテナ（小）の 2 種類
に絞り実験を行った．また，アンテナ高さが，通信能力に影響する（高ければ
高いほどよい）ことから，大島丸のアンテナ高さを 10m，すばるのアンテナ高










E 面 H 面 
八木 19 22 24 
パッチ平面（大） 13 40 40 
パッチ平面（小）  9 63 77 








































②船間距離を 5,000m 以上離し，お互いに正船首で運航する．船間距離が 500m
以内になったところで取り決めに従い避航し 100m 以内の航過距離とした． 
③船間距離を 5,000m 以上離し，進路を 180°違いとし，航過距離が 900m（0.5
海里）となるように平行間隔を保った． 
 それぞれの見合い関係を図 4.6 から 4.8 に示す． 
 見合い関係③で，航過距離を 900m（0.5 海里）に設定した理由としては，大
洋航海であれば，1,000m から 1,800m（1 海里）程度の間隔を必要とするが，瀬
戸内海のような内海や分離通行帯のような内海では，500m 以下になることも
























































図 4.11 フェリーの行会い場面(3) 
 
 





図 4.13 フェリーの行会い場面(5) 
 
 










 通信実験の計測項目は，2 船に搭載した無線 LAN 機器間の受信信号強度
（RSSI; Received Signal Strength Indication）とそれぞれの無線 LAN 機器に有線
接続したコンピュータ間の実効スループットである．RSSI については，今回用




項目の 1 単位とした． 
 また，GPS により時刻と両船の船位（緯度・経度）の計測を行い，船間距離
を求めた．なお無線 LAN のアンテナ位置と GPS アンテナの位置は，大島丸で
約 5m，すばるで約 3m 離れていたが，無線 LAN のアンテナ位置への補正は行
わず，GPS アンテナの位置を基にして船間距離を算出している． 
 方位角については，大島丸では船首方位をジャイロコンパスにより計測し，









 (a) 8 段コリニアアンテナとパッチ平面アンテナ（大） 
 (b) 8 段コリニアアンテナとパッチ平面アンテナ（小） 
 (c) 8 段コリニアアンテナとカージオイドアンテナ 
 アンテナ高さは，大島丸側を 6.5m，すばる側を 3.5m とした． 
 図 4.16 から 4.18 は，上記のアンテナにあける見合い関係①における船間距離
を横軸にした RSSI の計測結果である． 
 今回利用した機材では，RSSI がおよそ-90dbm を下回ると通信が困難な状況
であり，-90dbm を下回るか否かが指標の一つとなる．すばる側がパッチ平面ア
ンテナ（大，及び，小）の場合では船間距離 3,000～4,000m で RSSI が-90dbm
を下回り，通信が困難な状況となった．また，カージオイドアンテナにおいて
は，2,000m で RSSI が-90dbm 下回った． 



































































































 図 4.19，4.20 は，見合い関係①のパッチ平面アンテナ（大）同士の実験結果
であり，図 4.21，4.21 は，見合い関係①のパッチ平面アンテナ（小）同士の実
験結果である．パッチ平面アンテナ（大）同士を用いた際の船間距離を横軸に
した RSSI（図 4.19）と実効スループット（図 4.20）の計測結果，及び，パッチ
平面アンテナ（小）同士を用いた際の船間距離を横軸にした RSSI（図 4.21）と
実効スループット（図 4.22）の計測結果である． 
 いずれも目標の 1Mbps を上回り，船間距離によっては，5Mbps 以上を計測す
ることもあった．なお，図 4.21 の船間距離 3,800m 付近で RSSI が減少している
箇所があるが，他船との衝突を避けるため，その場で回頭をしたためである． 





回の実験条件である，出力 10mW，周波数 2.4GHz，アンテナ高さ 10m，及び，
6.5m の場合，ヌル点は船間距離 1,100m 付近が該当する[4.4],[4.5]．図 4.21 でも











































































































































の 3 種類とした． 
 図 4.23 にすばるの船速が低速，パッチ平面アンテナ（大）を使用した際の船
間距離を横軸にした RSSI と実効スループットの計測結果を示す． 
 図 4.24 に示す通り，2 船を運航した見合い関係②でも目標とする実効スルー
プット 1Mbps 以上を実現した．また，図 4.24 にも示す通り，パッチ平面アン
テナ（小）でも，利得の分だけ通信能力が低下したが，目標の実効スループッ



























いても目標とする実効スループット 1Mbps は，ほぼ達成することができた． 










































においては，大部分で 100MB 以上のデータを通信できることを明らかにした． 
 





































































 28 枚 











































図 4.28 大島丸の周防大島～関門海峡往復時のレーダー画面の表示 





 本章では，海上の船間の通信に通信料のかからない無線 LAN（Local Area 
Network）の適用を考え，携帯電話網が通じない海域の航行時やクラウドサーバ
ーがない場合の支援として，1 対 1 のアドホックな船間通信による情報交換の
実現性を明らかにするための実海域実験を行った．ここでは，免許不要の
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第 5 章 結論 
 

















 船舶の位置情報共有システムとして，船舶自動識別情報（AIS: Automatic 
Identification System）による船舶の位置情報に加え，AIS を搭載していない小型
船の位置情報の収集する方法について 2 種類の方法を検討した．1 つは，AIS
を搭載していないプレジャーボートや漁船のユーザーがスマートフォンを所有




















料のかからない無線 LAN（Local Area Network）の適用を考え，クラウドサーバ
ーがない場合の支援として，1 対 1 のアドホックな船間通信による情報交換の
実現性を明らかにするための実海域実験を行った．ここでは，免許不要の
























 一方で，2020 年までに陸上側が目指している 5G 通信の通信速度は，10Gbps
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